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平成13年5月９日
各     　位

本店所在地  東京都港区六本木 4-8 -7六本木三河台ビル                           

（ 登 記 上 は 東 京 都 千 代 田 区 丸 の 内 3 - 2 - 3 ）                           

会 社 名  グッドウィル・グループ株式会社
(コード番号：4 7 2 3 店頭登録銘柄)

代 表 者 代表取締役会長        折 口 雅 博     

問合わせ先     取締役管理本部長 金 崎  明     

電 話 番 号     ０３－３４０５－９２２８

四 半 期 の 当 社 の 事 業 進 捗 状 況 に つ い て

当社の第7期第3四半期（平成13年1月1日から平成13年3月31日まで）の事業の進捗状況についてお知らせ
申し上げます｡

1 .  はじめに

当四半期におけるわが国経済は、米国景気の減速や株式市場の低迷等を背景に持続的な物価下落が続く緩やか

なデフレ状態にあり、企業収益の改善は足踏状態にあります。他方、企業のリストラ、倒産件数の増加等により、

完全失業率が高水準で推移するなど個人消費、雇用情勢は依然、厳しい状況にあります。このように、わが国経

済は、「自立的回復に向けた動き」は続いているものの、本格的な回復軌道に乗ったといえる状況には依然至って

いない状況にあります。

　　　当社は、企業理念に『拡大発展』『社会貢献』『自己実現』を掲げる設立７年目のベンチャー企業であり、本業

の軽作業請負事業を行う一方でグループ企業 23社（当四半期連結対象会社数）を統括する持株会社でもありま
す。当企業グループは、人材に関するあらゆる支援ビジネス（総合人材サービス）を行っており、『アウトソーシ

ング』『人材』『医療・介護』『美容･健康』分野で多角的に事業展開を図っております。

2 .  当社における事業の進捗状況

（１）当社の販売状況

　当社の軽作業請負事業は、「労働力を必要な時に、必要な人数のみ、必要な場所にて確保したい」顧客ニーズ

に対し、作業スタッフの調達から作業の実施、完了までを請負うサービスの提供を行うアウトソーシング関連ビ

ジネスであります。経済情勢悪化に伴い、アウトソーシングは、リストラクチャリング・リエンジニアリングの

一環として見直されており、軽作業請負事業は、産業界のアウトソーシングの普及というフォローの風を受け創

業以来急成長を続けております。

当社の請負作業のメニューも従来の軽作業の請負作業に加え、マルチメディア関連の請負作業、販売代行、市

場調査、一般オフィスにおけるデータ入力等の請負作業などを加え増加傾向にあり、年間を通して売上を安定し

て計上できる体制の確立に注力してまいりました。当四半期における前期に比しての大幅な増収増益は、安定的

な収益構造を実現したことによるものと理解しております。現在、商品等の販売作業、倉庫内物品検品作業並び

にネット通販に対応した物流作業、機器取付工事作業の請負等、顧客の販売・物流・製造工程の一部作業をアウ

トソース受託する需要が急増しております。これらは一般企業との継続的な請負契約関係を基礎にするため、今

後もより一層安定した事業基盤の確立が見込まれます。一方で雇用の流動化等、激変する労働市場が存在する中、

従来固定費であった人件費を変動費化するコンセプトに基づく、「人材」を中心とした新しいアウトソーシング関

店
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連ビジネス・モデルの完成に引き続き注力してまいる方針であります。

　当四半期におきましては、産業界における労働力のアウトソ－シングのニーズの高まりによる既存店売上の大

幅な伸びに加え、前年同四半期以降新設された支店による増収効果もあり、当四半期の売上高は前年同四半期比

64.3％増と上半期から引き続き大幅な増収を達成することができました。また、平成１３年３月単月におきまし
ては、当社の主要顧客である、物流、引越業界の繁忙期と合いまって、当社設立以来、最高売上高である２７億

を達成いたしました。

当四半期中に、上半期からの新規出店のノウハウの充実・蓄積を基礎として、１月に蒲田支店（東京都大田区）、

三田支店（兵庫県三田市）、高槻支店（大阪府高槻市）を、２月に錦糸町支店（東京都墨田区）、調布支店（東京

都調布市）、橋本支店（神奈川県相模原市）、土浦支店（茨城県土浦市）、南越谷支店（埼玉県越谷市）、門真支店(大
阪府門真市)、上前津支店（愛知県名古屋市）、五日市支店（広島県広島市）、掛川支店（静岡県掛川市）、香椎支
店（福岡県福岡市）、セールスプロモーション（以下ＳＰ）御茶ノ水支店（東京都千代田区）を、３月に原宿支店

（東京都渋谷区）、西船橋支店（千葉県船橋市）、北朝霞支店（埼玉県朝霞市）、堺支店（大阪府堺市）、富士支店

（静岡県富士市）、犬山支店（愛知県犬山市）、上越支店（新潟県上越市）、東広島支店（広島県東広島市）、ＳＰ

横浜（神奈川県横浜市）の計２３店舗を新規開設いたしました。その結果、３月末現在、全国１３６店舗のサー

ビスネットワーク体制を構築いたしました。当社の新しい試みとして、お客様の工場内に当社センターを設置し，

製造工程の一部をアウトソースするというファクトリー事業を平成１２年１２月より、岩井センター(茨城県岩井
市)にて開始しております。ファクトリー事業は一般の企業との継続的な請負契約関係を基礎とするため、継続的
かつ安定した事業収益が見込まれます。

　　以上の結果、営業力の強化・向上及び従業員のモチベーションアップ等とあいまって、顧客の新規獲得数も

順調に推移し、従来以上の安定的な収益拡大を達成することができました。今後とも、さらに積極的な支店網の

展開を図り、顧客ニーズを正しく読み取りつつ、多様な請負メニュー提供による営業力の強化を図ってまいりた

いと考えております。
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（２）第3四半期の売上高の状況

（単位：千円、単位未満切り捨て）

1 3 年 6 月期第 3 四半期 1 2 年 6 月期第 3 四半期

自  平成 13年　1月  1日 自  平成12年  1月  1日期  別
品目別    ( 至  平成 13年  3月 31日 ) ( 至  平成12年  3月 31日 )

増 減 率     

キ ャ スティング 作 業 5,341,615 3,090,737 72.8％

コンストラクション 作 業 73,120 81,234 △10.0％

ア ジ ャ ス ト 作 業 ― 37,203 ―

テクニカルサポート 作 業 137,594 42,211 226.0％

請

負

作

業 そ の 他 194,904 246,863 △21.0％

合 計 5,747,235 3,498,250 64.3％

（注） 1．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
2．当社が行う請負業務は人員数、期間等が一様ではないため、数量表示は困難でありますので記載しておりません。
3．品目区分について
請負作業・キャスティング         作業 …… 軽作業全般の請負作業

　 〃 　・コンストラクション作業 …… 建設、内装現場の請負作業
　 〃 　・ア ジ ャ ス ト         作業 …… 倉庫、工場内の請負作業
　 〃 　・テクニカルサポート         作業 …… マルチメディア関連の請負作業
　 〃 　・そ の 他            …… オフィス・事業所内軽作業、セールスプロモーション、市場

　 〃 　・そ の 他            …… 調査・競合調査、データ入力等の請負作業
4．テクニカルサポート作業は平成12年 1月より発足いたしました。
5．各支店の営業体制及び事務対応能力が向上したため、当期よりアジャスト作業を全国のキャスティング支店に

　　　　　　　　　　振り分けております。そのため、従来のアジャスト作業の売上高は、当期よりキャスティング作業の売上高に

　　　　　　　　　　含まれております。

　　　　　　　　 6．売上高の数値は、未監査であります。

             
（ご参考）第3四半期までの売上高の状況（四半期累計）

（単位：千円、単位未満切り捨て）

1 3 年 6 月期第 3 四半期 1 2 年 6 月期第 3 四半期

自  平成 12年　7月  1日 自  平成12年  7月  1日期  別
品目別    ( 至  平成 13年  3月 31日 ) ( 至  平成13年  3月 31日 )

増 減 率     

キ ャ スティング 作 業 14,427,935 8,061,427 79.0％

コンストラクション 作 業 257,891 219,855 17.3％

ア ジ ャ ス ト 作 業 ― 106,537 ―

テクニカルサポート 作 業 309,449 42,211 633.1％

請

負

作

業 そ の 他 479,702 542,613 △11.6％

合 計 15,474,980 8,972,643 72.5％
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（Ａ）当年第3四半期の実態－（Ｂ）前年第3四半期の実態
             （Ｂ）前年第3四半期の実態

3 .  第３四半期の損益の状況

（１）第３四半期の個別損益計算書

（単位：千円、単位未満切捨）

1３年 6 月期   第 3 四半期 1２年 6 月期   第 3 四半期
自  平成 1 3 年  1 月  1 日 自  平成 1 2 年  1 月  1 日( 至  平成 1 3 年  3 月 3 1 日 ) ( 至  平成 1 2 年  3 月 3 1 日 )
（Ａ） （Ｂ）

                    

前年同期比増減
期  別

科  目
金     額 百 分 比 金     額 百 分 比 金 額（Ａ）－（Ｂ） 増 減 率

％ ％ ％

売 上 高           ５，７４７，２３５ １００．０ ３,４９８,２５０ １００．０ ２，２４８，９８５ ６４．３

売 上 原 価           ３，６６３，４２１ ６３．７ ２,１７６,１６１ ６２．２ １，４８７，２６０ ６８．３

[ 売 上 総 利 益 ]           ２，０８３，８１４ ３６．３ １,３２２,０８８ ３７．８ ７６１，７２６ ５７．６

販売費及び一般管理費           １，３９４，５５６ ２４．３ ７５０,４３８ ２１．５ ６４４，１１８ ８５．８

[ 営 業 利 益 ]           ６８９，２５７ １２．０ ５７１,６５０ １６．３ １１７，６０７ ２０．６

営 業 外 収 益           

受 取 利 息           ３５，０７７ ０．６ ２９,７０９ ０．９ ５，３６８ １８．１

そ の 他           ７，６３７ ０．１ ９,９８７ ０．３ △２，３５０ △２３．５

営 業 外 費 用           

支払利息及び割引料           ２７，６４８ ０．４ ２０,９４６ ０．６ ６，７０２ ３２．０

新 株 発 行 費           ― １０３,８５０ ３．０ △１０３，８５０ ―

そ の 他           ― １１,７３５ ０．３ △１１，７３５ ―

[ 経 常 利 益 ]           ７０４，３２３ １２．３ ４７４,８１４ １３．６ ２２９，５０９ ４８．３

（注） 1.  上記損益計算書においては、特別損益以下の項目の記載を省略をしております。
　　　   2.　前年同期比増減の欄の増減は下記の計算式によって算出しております。

3.　上記の数値は、当四半期における業績の速報であることから、一部正規の決算手続を経ていないものが含まれており、
未監査であります｡

増減率＝ ×100
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（Ａ）当年第3四半期の実態－（Ｂ）前年第3四半期の実態
             （Ｂ）前年第3四半期の実態

（２）第３四半期の個別損益計算書（四半期累計）

（単位：千円、単位未満切捨）

1３年 6 月期   第 3 四半期 1２年 6 月期   第 3 四半期
自  平成 1 2 年  7 月  1 日 自  平成 1 1 年  7 月  1 日( 至  平成 1 3 年  3 月 3 1 日 ) ( 至  平成 1 2 年  3 月 3 1 日 )
（Ａ） （Ｂ）

                    

前年同期比増減
期  別

科  目
金     額 百 分 比 金     額 百 分 比 金 額（Ａ）－（Ｂ） 増 減 率

％ ％ ％

売 上 高           １５,４７４,９８０ １００．０ ８,９７２,６４３ １００．０ ６,５０２,３３７ ７２．５

売 上 原 価           ９,８７９,１１７ ６３．８ ５,７３４,３１０ ６３．９ ４,１４４,８０７ ７２．３

[ 売 上 総 利 益 ]           ５,５９５,８６２ ３６．２ ３,２３８,３３３ ３６．１ ２,３５７,５２９ ７２．８

販売費及び一般管理費           ３,６４５,８６１ ２３．６ ２,０４１,８３８ ２２．８ １,６０４,０２３ ７８．６

[ 営 業 利 益 ]           １,９５０,００１ １２．６ １,１９６,４９４ １３．３ ７５３,５０７ ６３．０

営 業 外 収 益           

受 取 利 息           １９４,０４８ １．２ ４３,９８２ ０．５ １５０,０６６ ３４１．２

そ の 他           ７４,７８２ ０．５ １７,１９８ ０．２ ５７,５８４ ３３４．８

営 業 外 費 用           

支払利息及び割引料           ６３,８８４ ０．４ ４５,７１１ ０．５ １８,１７３ ３９．８

新 株 発 行 費           ― ― １３２,８０６ １．５ ― ―

株 式 公 開 費 用           ― ― ３２,０５０ ０．４ ― ―

そ の 他           ３,４６３ ０．０ １７,９４６ ０．２ △１４,４８３ △８０．７

[ 経 常 利 益 ]           ２,１５１,４８４ １３．９ １,０２９,１６１ １１．５ １,１２２,３２３ １０９．１

（注） 1.  上記損益計算書においては、特別損益以下の項目の記載を省略をしております。
　　　 2.　前年同期比増減の欄の増減は下記の計算式によって算出しております。

　　 3.　上記の数値は、当四半期における業績の速報であることから、一部正規の決算手続を経ていないものが含まれており、
未監査であります｡

以　上

増減率＝ ×100


